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1.  21年3月期の業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

(注) 平成20年３月期につきましては、連結キャッシュフロー計算書を作成しているため、キャッシュフロー計算書は作成しておりません。  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 11,220 △3.5 116 69.4 144 28.1 △467 ―
20年3月期 11,631 18.4 68 301.0 112 90.2 △107 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △89.36 ― △35.8 1.9 1.0
20年3月期 △20.59 ― △4.9 1.3 0.6
（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 7,220 826 11.4 158.01
20年3月期 7,638 1,784 23.4 341.20
（参考） 自己資本  21年3月期  826百万円 20年3月期  1,784百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 4 56 △96 887
20年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
純資産配当
率（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 26 ― 1.2
21年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 26 ― 2.0
22年3月期 
（予想）

― 0.00 ― 5.00 5.00 ―

3.  22年3月期の業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

5,000 4.9 △20 ― △20 ― △25 ― △4.78

通期 10,600 △5.5 5 △95.8 5 △96.5 △13 97.2 △2.49
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4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(注) 詳細は、17ページ「重要な会計方針の変更」をご覧下さい。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株あたり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、20ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 5,232,000株 20年3月期 5,232,000株
② 期末自己株式数 21年3月期 3,530株 20年3月期 3,309株

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場
合があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料３ページを参照下さい。 
 また、その他の特記事項としましては、平成20年８月７日付で当社連結子会社の山洋電工株式会社の清算結了に伴い、平成21年３月末現在、子会社が
なくなりましたので、平成21年３月期の連結財務諸表は作成いたしません。従いまして、平成21年３月期の決算短信は非連結のみの開示となります。 
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① 当期の経営成績 

 当事業年度におけるわが国経済は、米国から世界的に広がった金融不安を契機に、景気は急激に悪

化いたしました。前半は原油・原材料費が高騰し、後半は米国大手金融機関の破綻を期に世界同時不

況が急速に波及し、為替は急激な円高となり、輸出企業を中心に業績の悪化が進むとともに雇用・所

得環境にも厳しさが増すなど、経営環境は厳しい状況下で推移しました。 

 このような環境の中、当社ではお客様視点に立った「マーケット・イン」の発想で、今まで蓄積し

てきた営業力・技術力を結集し、既存顧客の深耕と新規市場の開拓、徹底した合理化への取組み、原

価の低減、収益力の向上に全力を傾注してまいりました。 

 以上の結果、当事業年度の受注高は前期比5.1% 増の12,531百万円、売上高は同3.5% 減の11,220百

万円となりました。損益面では、産業用電気機器部門の売上の増加及び工事部門での大型物件着工に

伴う稼働率の向上により原価が減少し、営業利益は前期比69.4% 増の116百万円となり、経常利益は同

28.1% 増の144百万円となりました。 

  一方、投資有価証券評価損201百万円及び投資有価証券償還損44百万円の特別損失を計上し、また繰

延税金資産の取崩し449百万円を計上したことにより当期純損失は467百万円にとなりました。 

  

 事業部セグメントの業績は次のとおりです。 

 販売部門においては、制御機器及び電気材料部門は、受注高は前期比17.8% 減の3,792百万円、売上

高は同9.9% 減の4,068百万円となりました。産業用電気機器販売部門においては、受注高は前期比

14.1% 増の6,328百万円、売上高は同10.9% 減の4,767百万円となりました。工事部門においては、受

注高は前期比37.2% 増の2,409百万円、売上高は同35.1% 増の2,384百万円となりました。 

  

② 次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、「新中期計画」（2009.4～2012.3）の初年度を迎えます。各部門に

おいては経営戦略の遂行の為、主要仕入先製品を中心に販促強化を図り引き続き新市場開拓、既存市

場の深耕に注力し、目標達成に向け努めてまいります。 

 次期の業績予想につきましては、売上高10,600百万円、営業利益５百万円、経常利益５百万円、当

期純利益△13百万円を見込んでおります。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析
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①財務状態の状況 

(流動資産) 

当会計年度末における流動資産につきましては、売掛金が前会計年度に比べ417百万円増の3,746百万

円、前渡金が301百万円増の301百万円となりました。 

この結果、流動資産の残高は前会計年度に比べ576百万円増の6,021百万円となっております。 

  

(固定資産) 

当会計年度末における固定資産につきましては、投資有価証券が前会計年度に比べ774百万円減の841

百万円と減少しております。 

この結果、固定資産の残高は前会計年度に比べ995百万円減の1,199百万円となっております。 

  

(流動負債) 

当会計年度末における流動負債につきましては、買掛金が前会計年度に比べ283百万円増の2,550百万

円、前受金が290百万円増の303百万円となりました。 

この結果、流動負債の残高は前会計年度に比べ852百万円増の5,967百万円となっております。 

  

(固定負債) 

当会計年度末における固定負債につきましては、長期借入金及び未払役員退職慰労金の流動負債への

振替により、固定負債の残高は前会計年度に比べ313百万円減の426百万円となっております。 

  

(純資産) 

当会計年度末における純資産につきましては、利益剰余金が前会計年度に比べ493百万円減の648百万

円、その他有価証券評価差額金が464百万円減の△171百万円となりました。 

この結果、純資産の残高は前会計年度に比べ957百万円減の826百万円となっております。 

  

(2) 財政状態に関する分析
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②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、４百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、56百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、△96百万円となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物の当事業年度末残高は887百万円となりました。 

  

なお、前事業年度においては、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており、単体のキャッシュ・

フロー計算書は作成しておりませんので、各キャッシュ・フローにおける前年対比は行っておりませ

ん。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  

自己資本比率：自己資本/総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/キャッシュ・フロー 
インスタント・ガバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー/利払い 
（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としています。 

（注４）前事業年度においては、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており、単体のキャッシ

ュ・フロー計算書は作成しておりませんので、平成20年３月期以前のキャッシュ・フロー関連指標

の推移は記載しておりません。 

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 － － － － 11.4

時価ベースの自己資本比率 － － － － 7.0

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率

－ － － － 338.9

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ

－ － － － 0.2
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利益配当につきましては、内部留保による企業強化を図りながら、株主様への安定的な配当の維持を

配当政策として実施する方針です。 

なお、当期の配当金につきましては、前期同様１株につき５円の期末配当（年間配当５円）を予定し

ております。内部留保資金の使途については借入金の返済および開発投資に充当する考えです。 

また、次期の配当金につきましても、今期同様１株につき５円の期末配当（年間配当５円）を予想し

ております。 

当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあ

ります。 

① 主要顧客との取引について 

当社の主要顧客はＪＦＥスチール株式会社グループおよび株式会社東芝グループの２グループであ

り、その比率は２グループ合計で当会計年度は58％と高い水準にあります。各グループとの関係は良好

に推移しており、今後とも各社の取引の維持、拡大に努める所存ですが各社の設備投資計画および資材

発注形態等の動向如何により、当社の経営成績に影響が発生する可能性があります。 

② 代理店および特約店契約について 

当社は数多くの仕入先と代理店および特約店契約を締結して営業活動をおこなっております。しか

し、産業界の流れとして代理店および特約店を集約する傾向にあり、当社においても継続的取引契約終

了の事態が生じるおそれがないとはいえません。 

このような環境下で競争力のある商品を常に取り扱える体制を維持するよう努めておりますが、上記

のような不測の事態が生じ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク
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当社は、産業用電気機器、制御機器及び電気材料の商品販売と電気工事（設計・施工・保全工事）が主

な事業であります。 

当社の事業に関わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

なお、事業の種類別セグメントと同一区分であります。 

販売部門 

産業用電気機器……当社が主として製造会社から仕入れて販売しております。 

制御機器……………当社がプログラマブルコントローラー、各種センサー、各種リレー等の商品を

製造会社より仕入れて販売しております。 

電気材料……………当社が銅帯、ヒートパイプ式半導体冷却器、磁性部品及び各種加工品等を製造

会社より仕入れて販売しております。 

電気工事部門     当社が発変電電機設備、製鉄所関係電機設備、工場電機設備、事務所及び中高

層住宅等の一般電機設備等の設計・施工・保全工事並びに開閉器、電動機、

発電機等の点検修理及び配電盤、制御盤等の点検修理を請負い施工しており

ます。 

  

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

なお、当社子会社の山洋電工株式会社は、平成20年８月７日付で清算結了したため、当期末現在、子会

社はありません。 

2. 企業集団の状況
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当社の経営方針は、企業の永続的発展を図るとともに、株主に対する利益還元を経営の重要事項と位

置づけております。 

事業活動の基本方針として、変化の激しい経営環境に、柔軟に対応できるよう営業体制の強化を図る

と同時に、マーケット・リサーチ力を高め情報の統一化によりすべての事業分野で、新しい事業展開を

常に模索しつつ、企画開発の向上に努め、新規事業への開発投資を積極的に行い、新たな顧客層の開拓

と商品の拡充により、長期成長を成し遂げる経営基盤の確立に努める所存であります。 

具体的な営業活動といたしましては、販売部門においては、ＦＡソリューション技術を駆使し、新商

品の販売とメーカーの優れた商品群を融合させ最新のシステムを提供してまいります。 

工事部門においては、企画、立案からの機器の設計、調達、電気設備工事およびメンテナンスにいた

るトータルビジネスの実践を経営方針としております。 

経営戦略の遂行に当り、目標とする経営指標として株主資本利益率（ＲＯＥ）５％以上を目指しま

す。 

変化の激しい産業界にあって、時代のニーズを先取りするように、当社グループは技術志向を更に強

め、特に新エネルギーー関連機器の新商品開発に注力し中長期的経営戦略を達成し、安定した成長を意

図としております。 

① 産業用電気機器販売部門 

当部門においては、鉄鋼業界の更なる深耕と受注競争激化のなか、エンジニアリング機能を活用し、

システム物件の受注に積極的に取り組みます。 

② 制御機器および電気材料販売部門 

当部門においては、新商品の拡販と付加価値の高い複合商品の販売を重点に、開発営業部と連携し新

規顧客を図ります。 

③ 工事部門 

当部門においては、鉄鋼設備工事の受注獲得に加え情報通信、環境分野での設備工事の受注拡大を推

し進めると同時に公共工事の受注獲得に努力します。 

① 新商品の研究開発の強化 

当社のエンジニアリング機能を駆使し、特に新エネルギー関連機器を中心に市場を提供できるよう、

研究開発の強化を一層推進してまいります。 

② エコ商品の拡販 

当社は環境にやさしい商品（省エネ）を積極的に提案してまいります。 

③ 経営効率の向上 

情報管理システムを充実し、適材適所に人員を配置し、販売力の強化を図り経営の効率化を推進して

まいります。 

④ 財務体質の改善 

引続き借入金残高の縮小を図ります。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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当社と山洋電気株式会社は、平成20年12月26日開催のそれぞれの取締役会において、平成21年７月１

日をもって山洋電気株式会社が株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社となる旨の株式交換契

約と締結する決議を行い、同日付で契約締結をいたしました。 

なお、当社においては、平成21年４月15日開催の臨時株主総会にて承認を得ております。 

詳細につきましては、「４.財務諸表、(６)重要な会計方針の変更、(追加情報)」に記載しておりま

す。 

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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４.【財務諸表】
　(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 923,292 887,534
　　受取手形 579,618 663,931
　　売掛金 3,329,571 3,746,647
　　有価証券 127,518 －
　　商品 317,528 244,009
　　未成工事支出金 95,616 115,437
　　前渡金 － 301,300
　　繰延税金資産 51,580 －
　　未収還付法人税等 － 26,040
　　その他 30,566 37,999
　　貸倒引当金 △10,846 △1,675
　　流動資産合計 5,444,445 6,021,224
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物 253,216 255,575
　　　　減価償却累計額 △156,012 △160,801
　　　　建物（純額） 97,204 94,774
　　　構築物 8,485 8,485
　　　　減価償却累計額 △6,600 △6,950
　　　　構築物（純額） 1,884 1,534
　　　機械装置 6,723 6,523
　　　　減価償却累計額 △5,834 △5,776
　　　　機械装置（純額） 888 746
　　　車両運搬具 2,748 2,748
　　　　減価償却累計額 △2,458 △2,672
　　　　車両運搬具（純額） 289 75
　　　工具器具備品 164,933 163,397
　　　　減価償却累計額 △138,136 △144,441
　　　　工具器具備品（純額） 26,796 18,955
　　　土地 34,784 34,784
　　　有形固定資産合計 161,847 150,870
　　無形固定資産
　　　ソフトウェア 35,007 21,136
　　　電話加入権 5,112 5,112
　　　電気通信施設利用権 1,243 1,090
　　　無形固定資産合計 41,363 27,339
　　投資その他の資産
　　　長期性預金 100,000 100,000
　　　投資有価証券 1,615,621 841,586
　　　出資金 310 300
　　　従業員長期貸付金 200 －
　　　破産更生債権等 2,597 6,559
　　　長期前払費用 2,310 1,316
　　　差入保証金 54,570 54,759
　　　繰延税金資産 196,802 －
　　　その他 31,000 32,530
　　　貸倒引当金 △12,497 △16,259
　　　投資その他の資産合計 1,990,914 1,020,793
　　固定資産合計 2,194,125 1,199,003
　資産合計 7,638,571 7,220,228
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(単位：千円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部
　流動負債
　　支払手形 1,256,081 1,259,353
　　買掛金 2,266,970 2,550,272
　　短期借入金 950,000 1,300,000
　　一年以内に返済の長期借入金 420,000 160,000
　　未払金 5,973 198,672
　　未払法人税等 39,146 －
　　未払消費税等 28,061 18,635
　　未払費用 19,261 21,529
　　前受金 13,035 303,713
　　預り金 7,878 7,721
　　賞与引当金 108,081 147,517
　　流動負債合計 5,114,490 5,967,415
　固定負債
　　長期借入金 160,000 －
　　未払役員退職慰労金 195,100 －
　　退職給付引当金 384,950 426,661
　　固定負債合計 740,050 426,661
　負債合計 5,854,541 6,394,076
純資産の部
　株主資本
　　資本金 276,000 276,000
　　資本剰余金 73,200 73,200
　　利益剰余金 1,141,931 648,582
　　自己株式 △519 △546
　　株主資本合計 1,490,612 997,236
　評価・換算差額等
　　その他有価証券評価差額金 293,417 △171,084
　　評価・換算差額等合計 293,417 △171,084
　純資産合計 1,784,029 826,151
負債純資産合計 7,638,571 7,220,228

11



　　　（２）【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

商品売上高 9,867,145 8,836,209
商品売上原価
　商品期首棚卸高 281,840 317,528
　当期商品仕入高 8,793,486 7,767,995
　計 9,075,326 8,085,523
　他勘定へ振替 359 10,162
　商品期末棚卸高 317,528 244,009
商品売上総利益 1,109,706 1,004,857
完成工事高 1,764,476 2,384,102
完成工事原価 1,730,587 2,117,886
完成工事総利益 33,889 266,216
売上高合計 11,631,622 11,220,312
売上原価 10,488,026 9,949,238
売上総利益 1,143,595 1,271,073
販売費及び一般管理費
　販売費 779,260 824,611
　一般管理費 295,378 329,636
　販売費及び一般管理費合計 1,074,638 1,154,248
営業利益 68,956 116,825
営業外収益
　受取利息 27,290 9,640
　受取配当金 32,394 30,435
　仕入割引料 2,407 2,579
　雑収入 11,919 14,313
　営業外収益合計 74,013 56,968
営業外費用
　支払利息 26,162 24,172
　その他 4,140 5,329
　営業外費用合計 30,303 29,501
経常利益 112,666 144,293
特別利益
　固定資産売却益 121 2
　貸倒引当金戻入益 351 5,408
　関係会社整理益 － 77,322
　特別利益合計 472 82,732
特別損失
　固定資産売却損 1,598 －
　固定資産除却損 673 384
　投資有価証券評価損 283,638 201,186
　投資有価証券償還損 － 44,358
　特別損失合計 285,910 245,929
税引前当期純損失 △172,771 △18,903
法人税、住民税及び事業税 54,703 2,898
過年度法人税等 － △4,280
法人税等調整額 △119,819 449,683
法人税等合計 △65,115 448,302
当期純損失（△） △107,656 △467,205
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　　　（３）【株主資本変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

株主資本

　資本金

　　前期末残高 276,000 276,000

　　当期末残高 276,000 276,000

　資本剰余金

　　資本準備金

　　　前期末残高 73,200 73,200

　　　当期末残高 73,200 73,200

　　資本剰余金合計

　　　前期末残高 73,200 73,200

　　　当期末残高 73,200 73,200

　利益剰余金

　　利益準備金

　　　前期末残高 50,400 50,400

　　　当期変動額

　　　　当期変動額合計 － －

　　　当期末残高 50,400 50,400

　　その他利益剰余金

　　　配当平均積立金

　　　　前期末残高 111,378 111,378

　　　　当期変動額

　　　　　別途積立金へ繰入 － △111,378

　　　　　当期変動額合計 － △111,378

　　　　当期末残高 111,378 －

　　　退職積立金

　　　　前期末残高 112,560 －

　　　　当期変動額

　　　　　別途積立金へ繰入 △112,560 －

　　　　　当期変動額合計 △112,560 －

　　　　当期末残高 － －

　　　別途積立金

　　　　前期末残高 779,710 892,270

　　　　当期変動額

　　　　　退職積立金より繰入 112,560 －

　　　　　配当平均積立金より繰入 － 111,378

　　　　　当期変動額合計 112,560 111,378

　　　　当期末残高 892,270 1,003,648

　　　繰越利益剰余金

　　　　前期末残高 221,687 87,883

　　　　当期変動額

　　　　　剰余金の配当 △26,148 △26,143

　　　　　当期純損失 △107,656 △467,205

　　　　　当期変動額合計 △133,804 △493,348

　　　　当期末残高 87,883 △405,465
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

　　利益剰余金合計

　　　前期末残高 1,275,736 1,141,931

　　　当期変動額

　　　　別途積立金へ繰入 △112,560 △111,378

　　　　退職積立金より繰入 112,560 －

　　　　配当平均積立金より繰入 － 111,378

　　　　剰余金の配当 △26,148 △26,143

　　　　当期純損失 △107,656 △467,205

　　　　当期変動額合計 △133,804 △493,348

　　　当期末残高 1,141,931 648,582

　自己株式

　　前期末残高 △376 △519

　　当期変動額

　　　自己株式の取得 △143 △27

　　　当期変動額合計 △143 △27

　　当期末残高 △519 △546

　株主資本合計

　　前期末残高 1,624,559 1,490,612

　　当期変動額

　　　　剰余金の配当 △26,148 △26,143

　　　　当期純損失 △107,656 △467,205

　　　自己株式の取得 △143 △27

　　　当期変動額合計 △133,947 △493,375

　　当期末残高 1,490,612 997,236

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金

　　　前期末残高 941,391 293,417

　　　当期変動額

　　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △647,973 △464,502

　　　　当期変動額合計 △647,973 △464,502

　　　当期末残高 293,417 △171,084

　　評価・換算差額等合計

　　　前期末残高 941,391 293,417

　　　当期変動額

　　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △647,973 △464,502

　　　　当期変動額合計 △647,973 △464,502

　　　当期末残高 293,417 △171,084

　純資産合計

　　前期末残高 2,565,951 1,784,029

　　当期変動額

　　　　剰余金の配当 △26,148 △26,143

　　　　当期純損失 △107,656 △467,205

　　　自己株式の取得 △143 △27

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △647,973 △464,502

　　　当期変動額合計 △781,921 △957,878

　　当期末残高 1,784,029 826,151
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　(４)【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
 至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純損失 － △18,903
　減価償却費 － 36,366
　固定資産売却益 － △2
　固定資産除却損 － 384
　関係会社清算益（△は益） － △77,322
　投資有価証券評価損益（△は益） － 201,186
　投資有価証券償還損益（△は益） － 44,358
　貸倒引当金の増減額（△は減少） － △5,408
　賞与引当金の増減額（△は減少） － 39,435
　退職給付引当金の増減額（△は減少） － 41,710
　受取利息及び受取配当金 － △40,075
　支払利息 － 24,172
　売上債権の増減額（△は増加） － △505,352
　たな卸資産の増減額（△は増加） － 53,697
　前渡金の増減額（△は増加） － △301,300
　仕入債務の増減額（△は減少） － 286,573
　前受金の増減額（△は減少） － 290,678
　未払消費税等の増減額（△は減少） － △9,426
　その他 － △8,201
　小計 － 52,571
　利息及び配当金の受取額 － 42,097
　利息の支払額 － △24,427
　法人税等の支払額 － △65,932
　営業活動によるキャッシュ・フロー － 4,308
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出 － △3,668
　有形固定資産の売却による収入 － 2
　無形固定資産の取得による支出 － △5,763
　投資有価証券の取得による支出 － △10,094
　関係会社の清算による収入 － 75,792
　その他 － △164
　投資活動によるキャッシュ・フロー － 56,104
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入れによる収入 － 3,550,000
　短期借入金の返済による支出 － △3,200,000
　長期借入金の返済による支出 － △420,000
　自己株式の取得による支出 － △27
　配当金の支払額 － △26,143
　財務活動によるキャッシュ・フロー － △96,170
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） － △35,758
現金及び現金同等物の期首残高 － 923,292
現金及び現金同等物の期末残高 － 887,534
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該当事項はありません。 

(5)【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】
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(6)【重要な会計方針の変更】

当事業年度
(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)

１ 会計処理基準に関する事項の変更

(１)棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)を当事

業年度から適用し、評価基準については、原価法から原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)に変更して

おります。

この変更により当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純損失に与える影響額は軽微であります。

(２)リース取引に関する会計基準等の適用(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第一部

会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号(平

成6年１月18日(日本公認会計士協会会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))が平成20年4月１日以後開始する

事業年度に係る四半期財務諸表から適用することが出来ることになったことに伴い、当事業年度からこれらの会

計基準等を適用し、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始後のリース取引で、これらの会計基準等に基づ

き所有権移転外ファイナンス・リース取引と判定されたものについては、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を

耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前のリース取引で、これらの会計基準に基づき所有権移転

外ファイナンス・リース取引と判定されたものについては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

これにより、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純損失に与える影響額は軽微であります。
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【追加情報】

前事業年度
（自 平成19年４月１日
  至 平成20年３月31日）

当事業年度
（自 平成20年４月１日
 至 平成21年３月31日）

――――― 当社は平成20年12月26日開催の取締役会決議に基づ
き、山洋電気株式会社(以下「山洋電気」といいます。)
との間で、両社連携して効率化を図るとともに、両社の
シナジーを最大限に発揮させる目的で、同日、株式交換
契約書を締結いたしました。
株式交換契約の概要は以下のとおりであります。

(１)株式交換の内容
山洋電気を完全親会社とし、当社を完全子会社

とする株式交換
(２)株式交換の予定日(効力発生日)

平成21年７月１日(予定)
(注)本株式交換は、当社においては、臨時株主

総会(平成21年４月15日開催)にて承認を得ており
ます。

(３)株式交換に係る割当の内容
(株式の割当比率)
山洋電気は、本株式交換の効力発生日(平成21年

７月１日(予定))の前日の最終の当社の株主名簿に
記載または記録された当社株主が所有する当社の
普通株式１株に対して、0.5株の山洋電気の普通株
式を割当て交付する予定です。ただし、山洋電気
が株式交換の日に保有する当社の普通株式につい
ては、本株式交換による株式の割当ては行いませ
ん。
(株式交換に際し交付する株式数等)
本株式交換に際し、山洋電気は保有する自己の

普通株式2,291,000株を交付する予定です。ただ
し、当該交付予定株式数は当社による自己株式の
消却等の理由により今後修正される可能性があり
ます。
(注)本株式交換に際し、山洋電気は新株式の発

行は行わない予定であります。
(４)株式交換比率の算定根拠

本株式交換の株式交換比率の公正性を確保する
ために、山洋電気はアクタスマネジメントサービ
ス株式会社を、当社はみらいコンサルティング株
式会社を別個独立に第三者算定機関として選定
し、両社はそれぞれ当該算定機関から提供を受け
た市場株価平均法等による分析結果を慎重に検討
し、交渉・協議を重ね、株式交換比率を合意・決
定いたしました。

(５)当該株式交換の後の株式交換完全親会社となる会社
の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額
純資産の額、総資産の額及び事業の内容
１．商号
山洋電気株式会社

２．本店の所在地
東京都豊島区北大塚一丁目15番１号

３．代表者の氏名
代表取締役 山本 茂生

４．資本金の額
9,926百万円

５．純資産の額、総資産の額
現時点では確定しておりません。

６．事業内容
冷却ファン、電源機器、ステッピングモータ
および駆動装置、サーボモータ、制御装置な
どの製造販売
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(7)【財務諸表に関する注記事項】

(開示の省略)

リース取引、有価証券、税効果会計に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性

が大きくないと考えられるため開示を省略します。

なお、当該注記事項に関しては、平成21年６月25日提出予定の有価証券報告書に記載いたしますの

で、「金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム」(EDINET)で

ご覧いただく事ができます。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
至 平成21年３月31日)

 
１株当たり純資産額 341円20銭 １株当たり純資産額 158円01銭

 
１株当たり当期純損失 20円59銭 １株当たり当期純損失 89円36銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失が計上されており、また新株
予約権付社債及び転換社債の発行がないため記載してお
りません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失が計上されており、また新株
予約権付社債及び転換社債の発行がないため記載してお
りません。

算定上の基礎 算定上の基礎

１ １株当たり純資産額 １ １株当たり純資産額

 
 
 
 

貸借対照表の純資産の部 
の合計額

1,784,029千円

普通株式に係る純資産額 1,784,029千円

普通株式の発行済株式数 5,232,000株

普通株式の自己株式数 3,309株

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数

5,228,691株

 
 
 
 

貸借対照表の純資産の部
の合計額

826,151千円

普通株式に係る純資産額 826,151千円

普通株式の発行済株式数 5,232,000株

普通株式の自己株式数 3,530株

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数

5,228,470株

２ １株当たり当期純利益 ２ １株当たり当期純利益

 
 

損益計算書上の当期純損失 107,656千円

普通株式に係る当期純損失 107,656千円

普通株式の期中平均株式数 5,229,402株

 
 

損益計算書上の当期純損失 467,205千円

普通株式に係る当期純損失 467,205千円

普通株式の期中平均株式数 5,228,515株
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該当事項はありません。 

(重要な後発事象)
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平成21年４月15日付「代表者、代表取締役及び役員の異動に関するお知らせ」にて開示しておりま

す。 

該当事項はありません。 

  

5. その他

(1) 役員の異動

(2) その他

22




